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第140回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

平成27年度

（自　平成27年 4 月　1日
至　平成28年 3 月31日）

①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表

横　河　電　機　株　式　会　社

法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.yokogawa.co.jp/）に掲載すること

により、株主の皆様に提供しているものであります。

表紙
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連結注記表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　　87社
・主要な連結子会社の名称　　　　　　「事業報告１．⑷　②重要な子会社の状況」に記載しているため省

略しています。
⑵　非連結子会社の状況

・非連結子会社の数　　　　　　　　　１社
・主要な非連結子会社の名称　　　　　横河ファウンドリー株式会社
・連結の範囲から除いた理由　　　　　非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等がいずれも連結計算書類に重
要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しています。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数　４社
・主要な会社等の名称　　　　　　　　横河レンタ・リース株式会社

⑵　持分法の適用に関する特記事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に係る財務
諸表を使用しています。

３．連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
⑴　連結の範囲の変更

　Birlesik Endustriyel Sistemler Ve Tesisler A.S.（平成28年２月にYokogawa Turkey Endüstriyel 
Otomasyon Çözümieri A.Ş.に社名変更）、Birlesik Enternasyonel Endustriyel Sistemler Ve Tesisler 
Ticaret Ve Sanayi A.S.（平成28年２月にYokogawa Turkey Enternasyonel Endistriyel Otomasyon 
Çözümieri A.Ş.に社名変更）、Industrial Evolution, Inc.、Industrial Evolution Corp.は、株式を取得し
たため、連結の範囲に含めています。
　Yokogawa Venture Group, Inc.は、新たに設立したため、連結の範囲に含めています。
　なお、前連結会計年度において連結子会社であったYokogawa Measurement Technologies ABは、会
社が清算したため、連結の範囲から除外しています。

⑵　持分法の適用の範囲の変更
　該当事項はありません。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち横河電機(蘇州)有限公司他19社については、決算日は12月31日です。
　連結計算書類作成に当たって、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸
表を使用しています。

５．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
・満期保有目的債券　　　　　　　　償却原価法（定額法）によっています。
・その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法によっています。
評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移
動平均法により算定しています。

・時価のないもの　　　　　　　　主として移動平均法による原価法によっています。
②　デリバティブ　　　　　　　　　　時価法によっています。
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③　たな卸資産
・製品、仕掛品　　　　　　　　　　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）によっています。
・その他　　　　　　　　　　　　　主として平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）によっています。
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産
（リース資産を除く）

主として定額法によっています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物及び構築物　　：３年～50年
機械装置及び運搬具：４年～10年

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっています。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間
（主として５年～10年）に基づく定額法によっています。

③　リース資産　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とした定額法によっています。
なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあ
るものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としています。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌連結会計年度支給見
込額の当連結会計年度負担分を計上しています。

③　工事損失引当金　　　　　　　　　受注工事の損失に備えるため、当連結会計年度末の未引渡工事のう
ち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もるこ
とができる工事について、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる
損失を計上しています。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
　一部の在外連結子会社では、従業員の退職給付に備えるため、米国会計基準又は国際財務報告基準を基に、
当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。

⑸　重要な収益及び費用の計上基準
（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）
　請負工事に係る収益の計上基準については、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認
められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については
工事完成基準を適用しています。

⑹　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
います。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主
持分に含めています。

⑺　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　　主として繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約等につい

ては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワッ
プについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用
しています。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　主として外貨建の営業債権等の為替変動リスクをヘッジするために
為替予約等を、借入金の金利変動リスクをヘッジするために金利ス
ワップを利用しています。

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためにデリバテ
ィブ取引を利用することを基本方針としています。
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④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　　為替予約取引等については、当該取引とヘッジ対象となる資産に関
する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して
相場変動又は、キャッシュ・フロー変動を相殺するものであること
が事前に想定されるため、有効性の評価は省略しています。
また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしてい
るためヘッジの有効性の評価を省略しています。

⑻　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法により規則的に償却してい
ます。ただし、金額に重要性が乏しい場合には、発生時にその全額を償却しています。

⑼　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①　消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっています。
②　連結納税制度の適用　　　　　　　当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しています。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい
う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基
準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業
分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社
の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と
して計上する方法に変更しています。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定
的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反
映させる方法に変更しています。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分へ
の表示の変更を行っています。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び
事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来
にわたって適用しています。
　これによる影響は軽微です。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において、「無形固定資産」の「その他」に含めて表示していました「のれん」は、金額的
重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しています。
　なお、前連結会計年度の「のれん」は2,061百万円です。
　前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めて表示していました「工事損失引当金」は、金
額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しています。
　なお、前連結会計年度の「工事損失引当金」は、3,175百万円です。
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、「雑損失」に含めて表示していました「支払手数料」は、金額的重要性が増した
ため、当連結会計年度より独立掲記しています。
　なお、前連結会計年度の「支払手数料」は、224百万円です。
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Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産 現金及び預金（＊１） 12百万円
投資有価証券（＊１） 4百万円
在外子会社の事業用資産（＊２） 6,596百万円

計 6,613百万円
（＊１）支払手形及び買掛金36百万円の担保に供しています。
（＊２）在外子会社において包括的に担保に供している売掛債権等です。

２．有形固定資産の減価償却累計額 136,749百万円
３．売上債権遡求義務

　当社及び一部の連結子会社は債権譲渡契約に基づく債権流動化を行っています。
　そのうち、当社及び一部の連結子会社に遡求義務の及ぶ譲渡残高は、194百万円です。

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項

　当連結会計年度の末日における発行済株式の総数　　普通株式 268,624,510株
２．剰余金の配当に関する事項

⑴　配当金の支払額等
　　①　平成27年６月24日開催の第139回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 1,545百万円
・１株当たり配当金額 ６円
・基準日 平成27年３月31日
・効力発生日 平成27年６月25日

　　②　平成27年11月４日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 3,334百万円
・１株当たり配当金額 12円50銭
・基準日 平成27年９月30日
・効力発生日 平成27年12月４日

⑵　基準日が当連結会計年度の末日に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
平成28年６月23日開催の第140回定時株主総会決議において、次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 3,336百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 12円50銭
・基準日 平成28年３月31日
・効力発生日 平成28年６月24日

Ⅵ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、主に制御・計測製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金
を銀行借入等により調達しています。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な必要
資金を銀行借入及びコマーシャルペーパー等で調達しています。またデリバティブ取引は、借入金の金利変
動リスク、外貨建債権債務の変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針です。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、当社グループの債権管理
基準に則り、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況を把握する体制としています。
　投資有価証券として保有している株式は、市場価格の変動リスクがありますが、主に業務上の関係を有す
る企業の株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、保有状況を継続的に見直しています。
　営業債務である支払手形及び買掛金の支払期日はほとんどが１年以内です。借入金のうち短期借入金は、
主に短期的に変動する営業取引に対して、資金調達を実施しています。これらの営業債務などの流動負債は、
その決済時において流動性のリスクに晒されていますが、当社グループでは各社が毎月資金繰計画を見直す
などの方法により、そのリスクを回避しています。
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　長期借入金は、主に設備投資及び投融資に係る資金調達です。長期借入金については、その支払金利の変
動リスク回避のため、固定金利での借入を原則としており、変動金利で借入を実施した場合、金利スワップ
取引による固定化を行っています。
　外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則として先物為替予約又はレンジ・フォ
ワードオプション等を利用し、リスクの軽減に取り組んでいます。
　当社グループのデリバティブ取引は、取引権限を定めた社内規程に則って執行されています。当該規程で
は、デリバティブ取引の管理方針、リスク管理の主管部署、利用目的、利用範囲、信用リスクを軽減させる
取引相手方の選定基準、及び報告体制に関する規定が明記されています。また、取引の執行者と取引管理者
の間で相互牽制が働くような組織と報告体制をとっています。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する
ことにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません（（注）２．参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴　現金及び預金 65,306 65,306 －
⑵　受取手形及び売掛金 136,933

貸倒引当金（＊１） △2,316
134,616 134,616 －

⑶　有価証券及び投資有価証券 24,228 24,228 －
資産計 224,151 224,151 －

⑴　支払手形及び買掛金 34,566 34,566 －
⑵　短期借入金 4,630 4,630 －
⑶  未払金 10,939 10,939 －
⑷  未払法人税等 4,204 4,204 －
⑸　長期借入金（＊２） 25,896 26,026 130

負債計 80,237 80,367 130
（＊１）受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しています。
（＊２）長期借入金には１年以内に返済予定として連結貸借対照表上、短期借入金に表示している長期借入金を含

めています。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることか
ら、当該帳簿価額によっています。なお、受取手形及び売掛金については、信用リスクを個別に把
握することが困難なため、貸倒引当金を信用リスクとみなし、時価を算定しています。

⑶　有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関
から提示された価格によっています。

－ 5 －
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負債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　短期借入金、⑶　未払金、⑷　未払法人税等

これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることか
ら、当該帳簿価額によっています。

⑸　長期借入金
これらの時価については､元利金の合計額を､新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しています。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
非 上 場 株 式 18,489

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、
「資産⑶　有価証券及び投資有価証券」には含めていません。なお、非上場の関連会社株式等を含んで
います。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 900円74銭
２．１株当たり当期純利益 114円１銭

－ 6 －
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Ⅷ．重要な後発事象に関する注記
　株式取得による会社等の買収

　当社は、平成28年２月17日に、KBC Advanced Technologies plc（本社：英国ウォルトン・オン・テムズ
（サリー州）、CEO：Andrew Howell、以下「KBC社」）と、KBC社の発行済普通株式のすべてを取得し、
完全子会社化する手続きを開始することに合意し、平成28年４月７日に株式を取得しました。
⑴ 企業結合の概要
　①被取得企業の名称及び事業の内容
　　被取得企業の名称　KBC Advanced Technologies plc
　　事業の内容　　　　石油・ガス産業向けソフトウェア及びコンサルティング・サービスの提供
　②企業結合を行った主な理由
　　　KBC社が有するお客様経営層向けプレミアム・コンサルティング・サービス及びソフトウェアと、当社
　　の制御機器を始めとする産業オートメーション分野における強みを融合することで、経営レベルから現場
　　レベルまで、多様なお客様に対しワンストップ・ソリューションを提供することが可能となります。
　　　また、お客様の資産のライフサイクルにわたり、コンサルティング・サービスや制御機器等を継続的に
　　提供することにより、既存のお客様に加えて新規のお客様にも、技術力並びに製品イノベーションの強化
　　を通じた新たな付加価値の提供が可能であると考えています。
　③企業結合日
　　平成28年４月７日
　④企業結合の法的形式
　　現金を対価とする株式取得
　⑤結合後企業の名称
　　KBC Advanced Technologies Limited
　⑥取得した議決権比率
　　100%
　⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
　　当社が、現金を対価としてKBC社の発行済株式の100%を取得したため
⑵ 取得原価の算定等に関する事項
　①被取得企業の取得原価及びその内訳
　　株式取得の対価　180百万ポンド（279億21百万円）
　②主要な取得関連費用の内容及び金額
　　現時点では確定していません。
⑶ 取得原価の配分に関する事項
　①企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
　　現時点では確定していません。
　②発生したのれんの金額、発生原因及び償却方法
　　現時点では確定していません。

－ 7 －
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法によっています。
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法によっています。
評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定しています。

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法によっています。
⑵　デリバティブ　　　　　　　　　　　時価法によっています。
⑶　たな卸資産

①　製品、仕掛品　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）によっています。

②　半製品、原材料　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）によっています。

③　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）によっています。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産

（リース資産を除く）
主として定額法によっています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物：３年～50年　　機械及び装置：４年～７年

⑵　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっています。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年～10年）に基づく定額法によっています。

⑶　リース資産　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とした定額法によっています。
なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあ
るものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としています。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

⑵　賞与引当金　　　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期支給見込額の当期
負担分を計上しています。

４．収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の
計上基準

請負工事に係る収益の計上基準については、当事業年度末までの進捗
部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基
準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事について
は工事完成基準を適用しています。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

－ 8 －
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６．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法　　　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約等については振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについ
ては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用していま
す。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　　外貨建の営業債権等の為替変動リスクをヘッジするために為替予約
等を、借入金の金利変動リスクをヘッジするために金利スワップを
利用しています。

⑶　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　　主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためにデリバテ
ィブ取引を利用することを基本方針としています。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法　　　　　　為替予約取引等については、当該取引とヘッジ対象となる資産に関
する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して
相場変動又は、キャッシュ・フロー変動を相殺するものであること
が事前に想定されるため、有効性の評価は省略しています。
また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしてい
るためヘッジの有効性の評価を省略しています。

７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　消費税等の会計処理　　　　　　　　税抜方式によっています。

　⑵　連結納税制度の適用　　　　　　　　連結納税制度を適用しています。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

⑴　短期金銭債権 47,746百万円
⑵　長期金銭債権 4,516百万円
⑶　短期金銭債務 13,977百万円
⑷　長期金銭債務 180百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 73,166百万円
３．保証債務 21,155百万円

（うち債務保証 5,001百万円）
（うち保証予約 16,154百万円）

４．売上債権遡求義務
　受取手形の一部について、債権譲渡契約に基づく債権流動化を行っています。
　そのうち、当社に遡求義務の及ぶ譲渡残高は、受取手形194百万円です。

Ⅲ．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高　　　　　　　　　関係会社との取引高は下記のとおりです。

売上高 97,240百万円
仕入高 56,212百万円
営業取引以外の取引高 32,210百万円

－ 9 －
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Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数(千株) 当事業年度増加株式数(千株) 当事業年度減少株式数(千株) 当事業年度末株式数(千株)

普 通 株 式 ( 注 ) 11,088 3 9,408 1,683

合 計 11,088 3 9,408 1,683
（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加3千株は、単元未満株式の買取によるものです。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少9,408千株は、海外募集による自己株式の処分等によるものです。

Ⅴ．税効果に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
関係会社株式出資金評価損 3,727百万円
賞与引当金 1,887百万円
投資有価証券評価損 1,882百万円
減損損失 895百万円
貸倒引当金 1,349百万円
たな卸資産評価損 779百万円
繰越欠損金 28,427百万円
その他 1,962百万円

繰延税金資産小計 40,911百万円
評価性引当額 △40,911百万円

繰延税金資産合計 －百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △572百万円
その他有価証券評価差額金 △2,923百万円

　その他 △2百万円
繰延税金負債合計 △3,498百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
法定実効税率 33.1％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △33.5％
繰延税金資産に対する評価性引当額 △0.1％
連結納税適用による影響額 △1.8％
海外子会社配当源泉税 1.4％
住民税均等割額 0.1％

　その他 0.0％
税効果会計適用後の法人税の負担率 △0.5％

－ 10 －
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

属 性 会 社 等 の 名 称 資 本 金 又 は
出 資 金 事 業 の 内 容 議決権等の所有

(被 所 有)割 合

関 係 内 容
取 引 の 内 容 取 引 金 額

( 百 万 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子 会 社 横河ソリューション
サ ー ビ ス 株 式 会 社

3,000
百万円

制 御 機 器 の
販売、エンジニアリン
グ 、 保 守 サ ー ビ ス

所有
直接　100％ 役員1名

当社制御機器の
販売、エンジニ
ア リ ン グ

 製 品 の 売 上
（注1） 33,849 売 掛 金 3,961

利 息 の 受 取 56
短 期 貸 付 金 18,718資 金 の 貸 付

（注3） 16,932

子 会 社 横河マニュファクチ
ャ リ ン グ 株 式 会 社

5,010
百万円

制御・計測機器
の 製 造

所有
直接　100％ －

当社制御・
計測機器の
製造、不動
産 の 賃 貸

製 品 の 仕 入
（注2） 26,864 買 掛 金 2,219

子 会 社
Yokogawa Middle
E a s t  &  A f r i c a
B . S . C . ( c )

2,481
千バーレーン

ディナール

制 御 機 器 の
販売、エンジニアリン
グ 、 保 守 サ ー ビ ス

所有
直接　100％ －

当社制御機器の
販売、エンジニ
ア リ ン グ

製 品 の 売 上
（注1） 7,067 売 掛 金 2,507

配 当 の 受 取 4,833 － －

利 息 の 受 取 22
短 期 貸 付 金 －

資 金 の 貸 付
（注3） 2,699

保 証 予 約 等
（注4） 6,565 － －

子 会 社
Y o k o g a w a
E l e c t r i c
I n t e r n a t i o n a l
P t e . L t d .

36,000
千シンガポール

ドル

制 御 機 器 の
販売、エンジニアリン
グ

所有
直接　100％ －

当社制御機器の
販売、エンジニ
ア リ ン グ

配 当 の 受 取 6,490 － －

子 会 社 Y o k o g a w a
E u r o p e  B . V .

17,725
千ユーロ

制 御 機 器 の
販売、エンジニアリン
グ 、 保 守 サ ー ビ ス

所有
直接　100％ －

当社制御機器の
販売、エンジニ
ア リ ン グ

 配 当 の 受 取 6,126 － －

子 会 社 Y o k o g a w a
 Saudi Arabia Ltd.

10,500
千サウジアラビ

アリヤル

制 御 機 器 の
販売、エンジニアリン
グ 、 保 守 サ ー ビ ス

 所有
 直接　58.81%
 間接　41.19%

－
当社制御機器の
販売、エンジニ
ア リ ン グ

保 証 予 約 等
     （ 注 4 ） 3,258 － －

子 会 社 Y o k o g a w a
Australia Pty.Ltd

5,000
千オースト
ラリアドル

制 御 機 器 の
販売、エンジニアリン
グ 、 保 守 サ ー ビ ス

 所有
 直接　100% －

当社制御機器の
販売、エンジニ
ア リ ン グ

保 証 予 約 等
    （ 注 4 ） 2,417 － －

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注）１．製品の売上については、市場価格から適切な販売会社のマージンを控除の上決定しています。

２．製品の仕入については、横河マニュファクチャリング株式会社の製造原価を基に協議の上決定してい
ます。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率は合理的に決定しています。また、取引金額欄には
月末平均残高を記載しています。

４．子会社における金融機関からの借入金等に対して保証予約等を行っています。
Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 609円37銭
２．１株当たり当期純利益 100円29銭

－ 11 －
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Ⅷ．重要な後発事象に関する注記
　株式取得による会社等の買収
　当社は、平成28年２月17日に、KBC Advanced Technologies plc（本社：英国ウォルトン・オン・テムズ（サ
リー州）、CEO：Andrew Howell、以下「KBC社」）と、KBC社の発行済普通株式のすべてを取得し、完全子会
社化する手続きを開始することに合意し、平成28年４月７日に株式を取得しました。
　なお、詳細につきましては「連結注記表 Ⅷ．重要な後発事象に関する注記 株式取得による会社等の買収」をご参
照ください。

－ 12 －
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